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日本社会における高齢化が世界でも希なスピードで進んでいることは，今や
広く周知の事実であるが，まず最初にその要点を確認しておこう。
昔から高齢化社会として有名であったフランスでは今から130年ほど前の
1865年に世界でいち早く65歳以上の老年人口比率が7%に達した(国際統計で，
65歳以上の人口が7%を超えた社会を高齢化社会その倍の14%を超えている
社会を高齢社会と規定している)。そして，その後も徐々に老年人口が増えて，
1980年にその比率が丁度14%に達した。その間115年をかけててゆっくりと高
齢化が進んで、きたのである。
ところが日本では 7%に達したのが1970年(昭和45年)であるが，その後
も急速に高年齢者の比率が増え続け，昨年(1994年)に14%に達した。その間
わずか24年という猛スピードで高齢化が進み続けているのである。
その大きな原因のひとつとして若年層の人口が急速に減り続けていること
があげられる。若年層というのは，今までの日本産業界において労働力の一番
大きな供給源であった。具体的なデータは省略するが，今までわが国ではずっ
と若年労働力に大きく依存した経営管理が主流であったと言ってよい。しかし，
それが様変わりをせまられつつある。
次ページの図 1は厚生省の人口問題研究所(1992)による推計値をもとにし
て， 90年代10年間の年齢別人口の推移を見たものである。
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図1 日本の年齢別人口の推移
(1992年推計:中位数)
15歳，すなわち中学校卒業年齢の人口は， 90年代の初めには 190万人近くで
あったのが，一方的に減り続けて 2000年には 140万人余りとなる。 18歳の高
校卒業年齢では 210万人から 150万人へと大きく減少していく。大学卒業の22
歳年齢人口は1995年をピークとしてその後は一層急、激に減っていく。
一方， 65歳の人口は， 1990年の 120万人からぐんぐん増え続け， 2000年には
150万人を超えて15歳人口を上回り，更に伸びていく。 70歳の人口は， 90万人
を下回っていたのが， 1994年に 100万人を超え，以後急速に増えていく。
なお，これは日本全国の推計であるが，首都圏以外の地方においては，若年
者が減少して高年齢者が増加するというこの傾向がより顕著となる。
さて，このような人口構成に応じた経営管理の対応策を各企業においても早
急に整えなければならないのであるが，その核心は，従来の主として若年者に
主眼を置いた日常管理から今後は高年齢者を視野に入れた施策へと転換せざる
を得なくなったことである。それもグラフが示すように急を要する。
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高年齢者雇用のための企業内における特別措置
各企業において，これからの高年齢者雇用の促進のためにどのような課題が
あると考えられているのか。これについて，いろいろな調査研究がおこなわれ
ている中のひとつに，富山商工会議所(1990，1991，1992)が平成 2年9月から10
カ月おきに3回調査をしたものがあり，その結果の中から， r高年齢者雇用増
進のためにどのような特別措置をとっているかJを取り上げ，その 3回の調査
結果の推移をひとつのグラフにまとめたものを図2に示す。
この調査は，管内の対象企業が，第 1回 699社，第2回 692杜，第 3回 600
社で，回収率はそれぞれ46%，49%，44%であった。
3回の調査を通じて例外なくトップに選ばれているのが「配置」の問題であ
る。これは，高年齢者に適した職務への配置および仕事の分担などの調整を特
に念入りにおこなう措置である。ただし 3回に亘って徐々に比率は下がる傾向
を見せている。
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図2 高年齢者雇用増進の特別措置
(富山商工会議所調査より)
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それに対して次の「健康」の問題は，回を追うにつれて比率が上がっていく。
健康の問題は，一般的に考えても，高年齢者雇用においては若年者に対するの
とは格段の重要性と必要性があることは容易に想定されるが，現にこの調査結
果においても，その比率は高く しかも高年齢者雇用の普及が進むにつれて，
その認識の度合いが高くなっていく実態が認められる。
J I L (日本労働研究機構)による実態調査(1992)においても，多くの企業
で健康については特に重視されており，高年齢者に対する定期健康診断の徹底
はもとより，特別に成人病検診を強制的に受検させたり，また企業によっては
人間ドックを奨励したり斡旋をするといった努力がなされている。
さて，図2のグラフではその次に「時間(労働時間)Jそして「作業法(作
業方法)J I量(作業量)Jと続いている。
まず労働時間では，若年者のように長時間働くことがつらい高年齢者には 1
日の勤務時間を短くするとか，場合によっては半日だけとか，あるいは 1日お
きとか，いずれにしても本人と仕事との実情をみながら柔軟に対処をしていく
必要がある。
次に，作業方法についても，たとえば今まで、手に持って運んでいたのを台車
を工夫して用いるとか，また，今まで、立って作業をしていたのを椅子に腰掛け
て出来るようにするといった改善などがある。なお，このことは工場での労働
だけではない。事務や技術系の仕事でも，営業やそのほか折衝などの業務にお
いても，いわゆるOA化が今どんどん進みつつあるが，この種の作業方法の変
イ七への適応が重要な課題で、ある。高年齢者は総じて変化への対応性，すなわち
柔軟性が若年者と比べて低くなる傾向があるのは事実であるが，年齢とともに
個人差も大きくなることを前提に取り組む必要がある。個人差については次項
であらためて取り上げる。
次に高年齢者がこなすことのできる作業量については，ある企業では従来か
らの 1人分の標準作業量を 2人の高年齢者でこなしていくという段取りをとっ
ているところもある。要するに高年齢者1人ひとりに適した作業量を丁寧に設
- 4 (150)一
定していくことがポイントとなる。
図2のグラフでは次に「再雇用JI賃金JI教育」と続いている。
再雇用とは，高年齢者雇用の形態のひとつとして，定年に達した従業員がいっ
たん退職したうえで新たに雇用契約を結ぶものである。実際の勤務は引き続
いておこなわれているにしても 身分はたとえば嘱託とか，または同じ社員の
身分のままでも賃金は変わるといった雇用契約の形態の変化をともなうもの
である。いずれにしても それによって継続雇用を進めようとする企業努力の
ひとつの形態である。
さて，賃金体系を高齢化に応じた形に変えていく試みはいろいろおこなわれ
ている。しかし，上に見てきたように他の事項(配置，健康，労働時間，作業
方法，作業量など)が当面の課題としてより大きな関心が持たれている状況に
ある。
高年齢者に仕事を続けてもらうために必要な教育訓練も今後の大きな課題で
あるが，賃金体系の問題と同じく，まだこれから本格的に取り組みが始まると
いった段階と見られる。
「内製化jというのは，高年齢者の仕事を確保するために，それまで外注し
ていた仕事を自社内でおこなうことにするものである。ただし，当然のことな
がら，高年齢者には高年齢者に適した仕事が準備されなければならないし，一
方，今まで供給を受けてきた外注先の今後への配慮も心がけなければならない。
グラフの最後に「福利」の問題がある。今までの企業内福利の諸施策は，ど
ちらかといえば若年者層に主眼を置いたものといえるだろう。高年齢者を念頭
に置いた福利，それは何よりもまず自社で働いてもらっている個々の高年齢者
の実態をよく見きわめた対応であるべきだろう。高年齢者自身の希望要望を，
じっくりと聴きながらそれに適合した福利施策を考えていく必要がある。何し
ろ多くの企業にとって今だかつて経験したことのない労務構成の下での施策な
のである。冒頭に述べたように，日本社会として歴史始まって以来の人口構成
をこれから経験しようとしているのである。
高年齢者の個人差
前項で既に触れたように，高年齢者1人ひとりの個性は若年者の場合以上に
その個人差が大きい。そして，体力においても精神力においても，その個人差
は加齢とともに広がっていくのが一般である。
体力の場合，若年者でもある程度の個人差はあるが，それでも，たとえば朝
8時から夕方5時までの勤務が60歳くらいまでであれば普通の場合まず誰でも
可能である。しかし，それ以上の高年齢者になると それで充分対応できる人
とそうでない人などいろいろな状態になってくる。
精神面では，たとえば思考の柔軟性という点で見ると 平均的には年齢とと
もに堅くなってくると言われている。しかし歳をとっても柔軟性がほとんど衰
えないばかりか，中には柔らかくなるような人から，一方，急激に堅くなって
いく人までいろいろな程度の人がでてくる。ここにおいても高年齢になるほど
個人差が広がっていくのである。
これを企業における高年齢者管理の観点から見ると，個人々々に応じた管理，
すなわち管理の多様化を早急に実現することがせまられているわけである。上
に述べた例でいうと，今までであれば朝8時から夕方5時までの画一的時間管
理でこと足りていたのが，高年齢者 1人ひとりに応じた勤務時間管理をきめこ
まかくおこなうことが必要になる。なお若年者も含めておこなわれるフレッ
クスタイム制などの一般的勤務時間管理の多様化個別化については，ここでい
う高年齢者雇用のための管理の多様化とは異なった別の問題である。高年齢者
に対する管理の多様化は， I高年齢者であるがために」多様化が必要なのだと
いう認識がいるのである。そうでないと高年齢者雇用は実質的になかなか進ま
ないだろう。
なお，高年齢者雇用における個人差には，体力・精神力などの属人的能力要
素のほかに，それまでの財産形成状況など個人の経済的条件，さらには趣味を
はじめ本人の生活志向も含めてそれ自体がきわめて多様なプェーズをもってお
り，この解析も現下の課題のひとつである。
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さて，高年齢者の就労形態についてこれらの多様な個人差が集約された結果
のひとつとして，図3に，労働省の委託を受けて現代総合研究集団(1993)がお
こなった調査の中から抜粋してグラフ化したものを示した。
これは，電機連合・ゼンセン同盟・自動車総連・鉄鋼労連など連合を中心に
11単産の労働組合員で定年退職した60歳以上の男性1495人(回答率59%)を対
象に調査しそのうち収入を伴う仕事をしている人(46.9%)について集計され
ている数値を図示したものである。
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図3 希望する就労形態と現在の就労形態
(定年退職者:現代総合研究集団調査)
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この図で顕著なように，定年退職後，新たに就労している人のうち，半数近
くの48.8%の人が i(A)フルタイム就労J，すなわち以前と同じような労働時
間，労働日数で働いている。
しかしながら，希望する就労形態は， i(A)フルタイム就労」という人は12.6
%に過ぎない。他の人は i(B)1日の就労時間は短く 就労日は週5日程度J
を希望している人が24.9%，i(C)時間は以前と同じで，就労日は週2~ 3日」
が13.2%，í(D)就労時間も短く，就労日も週 2~3 日」が1 1.5% ， i佃)時間や
日数を自由に選べる就労J14.8%となっている(なお，無回答者もあるため合
計が 100%になっていない)。
これは労働組合の立場からの調査ではあるが 60歳以上で就労している人の
労働時間についての希望がかなり多様であるのに対して，現実は，依然として
以前と同じ画一的管理の状態が多くの割合を占めていることが窺える。
いずれにしても，昭和初期の経済大恐慌以来70年近くを経た現在，途中で大
戦による挫折はあったものの，一途に経済の成長路線を駆け昇って，ょうやく
ここにまで到達した今，経済社会のいろいろな制度的側面での抜本的転換を余
儀なくされているそのひとつとして，この高年齢者雇用の問題にも直面してい
るのである。藤村(1994，1995)は，現下の日本的雇用形態の変革のポイントに
ついて， i企業内の人事政策における規制緩和」という表現で述べている。け
だし至言であるが，この根底には，日本社会そのものの制度的疲労が横たわり，
その意味からは，緩和はおろか撤廃を要する基本的問題をはらんでいると考え
られる。
60歳超定年制の企業からの示唆
60歳を超えて雇用延長をするために企業としてはどのようなことを課題と考
えているかについて，労働省(1991)が平成3年におこなった雇用管理調査の中
からその結果の一部を抜粋して図4にグラフであらわしたO
ここで特徴があるのは，既に61歳以上定年を実施している企業と，その時点
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でまだ59歳以下の定年の企業とで このことについてどのような見方の違いが
あるのかという比較である。
まず， I健康面への配慮」が他の項目よりかなり高いのがひとつの特徴であ
る。しかも， 61歳以上定年を実施している企業のほうが高い傾向が見られる。
このことは，前掲の富山商工会議所による調査結果(図 2)でも，高年齢者雇
用増進のために各企業が健康の問題を他の諸問題よりも重視していることとも
一致した結果を示している。ここでは定年年齢の高い企業が，身をもって高年
齢従業員の健康問題への関心あるいは配慮、を高めている実情が読み取れる。
次にこの図4で見られる二番目の特徴として， I仕事(職務内容・作業環
境の見直し )JI能率(作業能率の低下の防止)J I賃金(賃金体系・退職金制
度の見直し)J I処遇(処遇・ポスト不足等人事管理面での問題 )Jの4項目
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図4 60歳台前半への雇用延長の課題
(労働省:雇用管理調査報告より)
が，いずれも61歳以上定年制の金業のほうが，その重要度を低く見ていること
である。特に，賃金体系・退職金制度については顕著な差がある。また，処遇・
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ポスト不足の問題等についてもかなりの差が見られる。
このような人事制度に関する事項と，仕事・能率など作業に関する課題につ
いて， 59歳以下定年の企業では，経営担当者の意識のうえで大きな壁として立
ちはだ、かっているということを示している。特に賃金制度についてそれが大き
し'0
ところが，既に61歳以上定年制を実現している企業では，これらの問題を完
全にクリアしたか，していないかはともかくとして，相対的に問題意識は低い
傾向にある。特に賃金や処遇など人事制度面について関心の度合いが低くなっ
ている。従業員の年齢が高くなるほど，雇用管理の立場からは健康の問題とそ
れに高いかかわりをもっ労働時間が重要な課題となっている実態がここに垣間
見られる。
日本社会として，これから高齢者に対する医療介護の問題が大きな課題のひ
とつであるが，産業界においては，各企業が高年齢者雇用に際してその健康管
理を的確におこないながら経営効率をあげていくことが雇用管理上の重点課題
としてクローズアップされていると言えるだろう。
高年齢者雇用のための管理者の資質
高年齢者雇用にあたっての課題について，いくつかの調査結果を見ながら，
そのポイントと考えられる事項を取り上げてきたが，これらを含めて今までの
ところ諸調査の中で取り上げられていない点で，しかも今後極めて重要と考え
られるものに「管理者の資質」がある。
上記各項において考察したことは，もっぱら高年齢者の「管理」の内容につ
いてであった。しかし，その管理を日常の職場における高年齢者との対面状況
の中で実行する「管理者Jについては今までほとんど取り上げられていない。
若年者も管理対象として含めた一般的な管理場面における管理者については，
たとえばリーダーシップ論など一大研究分野が形成されて実証的研究も多く積
み重ねられてきている。従来の企業における人材育成の中心課題も，もっぱら
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高年齢者の特殊事情などは考慮の外にあったと言えよう。
昨今まで、の若年者比率が高かった多くの企業では，若年者に主眼を置いた管
理が中心で，そこにおける優れた管理者とは，とりもなおさず若年者管理に優
れた管理者であったと言っても過言ではなかろう。若年者が減り，高年齢者の
比率が急速に高まってきた企業において，従来からの管理者が，往々にして，
「本当は若年者を採用したいのだけれども，やむを得ず高年齢者を使わなけれ
ばならない…」という姿勢で日常の管理がなされている実態が少なからず存在
している。
ここにおいて，これからの企業の中の「人材」コンセプトそのものに抜本的
転換が図られなければならない時代に直面している(伊藤 1994，1995)。
その核心の役割を担うのが情報化時代の組織の中のこれからの管理者であ
る。その資質のひとつに高年齢者を真に有効に雇用管理することのできる人
間としての在り方が問われている。それを解明すること自体もこれからの高年
齢者雇用管理の重要な課題のひとつである。
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